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第 7回全国幹事会開かれる
2012年 9月 22日 、23日、東京・公害センター会議室で第 7回幹事会を開催しまし
た。2013年第 1次中央行動のまとめと公害補償法をめぐる当面の情勢、新たな大気汚染
公害被害者救済制度、今後の方針について討議をしました。森脇代表のあいさつで始まり、

来田 (北九州)、 増田 (東京)の両幹事を議長に選出し、進められました。

2013年 第 1次中央行動の取り組みと
公害補償法をめぐる情勢

被害者を切 り捨てる自動車重量税廃止反対の 2013年 第 1次中央行動が、 9月 10日 、
11日 の 2日 間にわたり取 り組まれました。
第 1次行動は、東京都の条例の延長を求めて、東京都庁前と新宿駅西日に分かれ宣伝行動
を行いました。

第 2次行動は、環境省交渉をおこないました。はじめに各地患者会代表が、この間あつめ
た安倍首相あての重量税廃止反対署名 13,000人 分を提出しました。提出後、森田藤枝
(大阪 )、 小澤廣子 (東京)両氏が被害を訴えました。  新たに保健部長になつた塚原太
郎部長が「ぜん息の苦しみをじかに聞かせていただいた。発言されなかった方も同じ思いだ

と思 う」「重量税は、何らかの形で存続をさせていきたい。財源を確保するため、頑張りた

い」と発言。

これに対し、患者会側から「公健法ができて 40年。環境省は、健康被害者を出さないた
めに作られた役所。被害者救済制度は、環境行政の根幹をなすもので、公健法はその中心を

なすもの。安定的財源を確保するとい うが、民事責任を踏まえ、汚染者負担の原則に基づく

ものでなくてはならない、重量税を存続するということは、自動車の汚染者責任を踏まえた

ものとして存続すべきではないか」とただしました。

菊池 (企画課長)が 「補償は単なる福祉事業ではない。汚染者負担の原則になつている。
福祉ではない、被害者への補償です。その立場で昨日 (9月 9日 )、 財務省主計局にいき、
「(被害者の補償に充てる)義務的経費であることを強く主張してきました。思いは皆さん
と同じ、重量税を存続 していくよう働

・
きかけ、補償のための財源を確保 していく」と発言 し

ました。

第 3次行動は、環境省の会議室を借 りての学習意思統一と経験交流がおこなわれました。
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その後、会場をプラザエフに移 し、
2日 日は、第 5行動である自民党
行動を行いました。

自動車重量税廃止反対署名の到達

患者会名 目標数 合計

千葉患者会 1000

東京患者会 35000 841

川崎患者会 10000 1919

横浜患者会 150 20

富士患者会

名古屋南区 5000 5630

名古屋みなと 4000 2920

四日市患者会 250 20

大阪連合会 32500 4145

神戸患者会 1750

尼崎患者会 2500 2060

倉敷患者会 2450 1500

北九州患者会 2300 520

大牟田患者会 5000 354

他団体 1668

合計 10190o 21597

013年 10月 10日 現在 )

夕食懇談会をおこないました。
・公明党の税制調査会 (衆・参議院)メ ンバーヘの要請

第 6行動は、自動車工業会への要請と宣伝行動を行いました。東京、川崎、名古屋、大阪、
倉敷の代表 5名が自工会、松本総務統括部長ほか 2名 が対応 しました。自工会側は、「この
問題については皆さんと意見が全く違 う。重量税は、ューザーの方が支払っているので、ュ~ザーの方の (税の)軽減につながればと思っている。 (公健法創設)当初から財源になっ
ていることは十分に承知 してぃる。 (廃止 した時に)代替え財源となるものが何かを検討す
るのは国が考えること」と他人ごとのような発言に終始 しました。
患者会は、被害者切捨てにつながる重量税廃止は断 じて許せない、ただちに中止すべきで
あることを強く要請。今後も、この問題について今後も話 し合いの場を持っていきたいと通
告。自工会も、要請を受けることを了承 しました。

塚原保健部長に署名を手渡す。東京の代表

翁議懇者轟鸞事弓融電Hこ ,なが幕._

ヅーf‐釉趙鰻:

自工会前宣伝。各地患者会が訴えました。

自動車重量税の取 り扱いを含む、平成 26年度税制大綱が決まるのが、12月 25日 ごろで
す。これまでの間に、中央行動を 2回以上行 うことを決めました。日程については、情勢を
見極めて、設定することとしました。
重量税廃止反対個人署名 と団体署名に全員が取 り組みを各地の目標を達成することを確
認 しました
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